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西ドイツの原子力発電の導入とその後の展開
～1950-60年代の推移を中心に～
中 屋 宏　隆
和文要旨
　本稿では、まず西ドイツの原子力発電の導入期である1950年代から1960年
代にかけての西ドイツのエネルギー状況の推移が概観された。次に、西ドイ
ツの原子力研究開発の開始から大規模原子炉の導入にまで至る過程が分析さ
れた。そこで明らかになったのは、石炭を別にすると資源小国とも言える西
ドイツの危機感であった。すなわち、西ドイツは経済成長を実現する中で、
エネルギー消費を拡大させる社会状況に対応するために、石炭以外の安定し
たエネルギー源の確保が必要であった。そこで導入が計画されたのが、原子
力であった。これまで西ドイツは、1970年代の石油ショックを契機に原子力
への依存を拡大させたと解釈されることが多かったが、原子力の必要性は既
に1960年代には認識され、着実にその準備を進めていたのである。今後の研
究は、その点を基本的理解に据えながら進められる必要がある。
欧文要旨
 In dieser Arbeit wird ein Überblick um die Energiewirtschaft in BRD 
von 1950 bis 1970 gegeben und die Vorgänge bei der Entwicklung der 
Kernenergieforschung analysiert. Damit ergab sich, dass BRD 
Kriesengefühl für die Energieversorgung hatte. Weil der 
Energieverbrauch in der Wirtschaftswunder zugenommen hatte, musste 
die Bundesregierung die stabilen Energiequellen neben Kohle sichern. 
Dafür wurde die Atomkraft eingeführt. 
 In den 1960er Jahren baute BRD aktiv Leichtwasserreaktoren mit 
amerikanischen Hilfen auf. Ein Reaktor in Kahl/Main von Bayern wurde 
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als das erste Versuchskernkraftwerk konstruiert. Das Kraftwerk nahm 
den Betrieb in 1961 auf. Die Reaktoren, die nach Kahl/Main geplant und 
aufgebaut wurden, vergrößerten sich langsam aber sicher. Es begann in 
1970, den damals größten Reaktor der Welt mit 1225 MW Bruttoleistung 
in Biblis zu konstruieren. Es wurde zum neuen Epoche für die deutsche 
Atomwirtschaft.
 Hatte man interpretiert, dass die Atompolitik von BRD allgemein 
wegen Ölkrise in den 1970er Jahren entstand, wurde die Notwendigkeit 
bereits seit 1960er Jahre begriﬀ en. Das werde die grundsätzliche 
Erkenntnis für zukünftige Forschung. 
はじめに
　近年、ドイツの脱原発政策は世界的にも注目されている。2022年までに全原
発の稼働停止に向け、国を挙げて取り組んでいるからである。その一方で、日
本は川内原発を皮切りに着実に既存の原発の再稼動に向けて動いており、原発
依存体質は今後も一定程度継続される可能性が高い。歴史的に見ると、ドイツ
と日本は、ともに1970年代に原発の多くを稼動させ、冷戦崩壊後には電力の約
3 割を原子力発電に依存する状況に至った点では共通している。しかし、2000
年代はその比率を下げたドイツに対して、日本は維持し続けた。そこで起きた
のが2011年の東日本大震災による福島第一原発の事故であった。この事故を契
機に、ドイツは脱原発を宣言するのであるが、当事者の日本は原子力依存を続
けていくという。この差異はいったいどこから生じるのであろうか。本稿の研
究の背景には、そうした素朴な疑問がある1）。
　ここ数年ドイツの脱原発に関する研究は、数多く出版されており、特に1970
年代より盛んになった反原発の社会運動やチェルノブイリ原発事故を契機とし
たドイツでの環境意識の高まりが、最終的に今日のドイツの脱原発政策に結実
したと主張する論者は多い。筆者もそれらを妥当な見解と見ているし、重要な
研究蓄積と言えるであろう。しかし、そうした多くの先行研究の中で欠落して
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いるのが、経済史的視角である。戦後ドイツ経済が、復興から奇跡の成長を成
し遂げ、ヨーロッパの経済大国に返り咲いたことは周知の事実であるが、そう
した経済発展の中でエネルギー政策がどのような役割を果たし、中でも原子力
はどのように位置付けられたのかについての研究は、ドイツでも多くはない。
日本では、ほぼ皆無と言ってよい状態である。そうした経済史的視角からのエ
ネルギー政策やその進展の分析こそが本稿の課題である2）。
Ⅰ．研究を進めるにあたって
1 ．先行研究分析
　原子力の問題をめぐる社会科学的な視点からの研究で、日本を代表するもの
は、吉岡のものが挙げられる3）。吉岡は科学史家として、日本の原子力研究の
黎明期から近年の福島第一原発の事故までの長期にわたる進展を時系列に整理
し、今後日本が取るべき原子力政策の提示に成功している。それと同様の手法
でドイツについて論じたのが、ラートカウとハーン（Joachim Radkau／ Lothar 
Hahn）の研究である4）。この研究は、科学史家のラートカウの研究をベースに
したものに、物理学者のハーンの視点を加え、かつ近年の原子力やその他のエ
ネルギー問題にまで踏み込んだ内容となっている。吉岡が、日本を対象に分析
したことを、ラートカウとハーンは、ドイツを対象に分析したと言ってよい。
両書ともに、今後の原子力をめぐる研究を深めるにあたっては欠かせない研究
である。
　この他にも近年注目すべきは、経済史研究の登場である。特に日本では橘川
の研究5）、ドイツでは、イリング（Falk Illing）の研究6）が挙げられる。橘川は
これまでのエネルギー研究をベースに、原子力発電をどうしていくべきかを論
じており、参考にすべき視点は多い。イリングは、ドイツでも問題になってい
るエネルギー転換の視点から、戦後ドイツのエネルギー政策の変遷を概観して
おり、その展開のコンパクトな提示に成功している。
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2 ．主要な論点をめぐって
　上記の先行研究などを渉猟した上で、取り組まれるべきドイツの原子力をめ
ぐる課題の中で主要なものは、さしあたり以下のものである。それは、吉岡が
分析の軸に置いている日本の原子力研究開発の構造的特質としての「二元体制」
の存在についてである。この二元体制とは、一方は、電力・通産（通商産業省、
現・経済産業省）連合であり、もう一方は、科学技術庁グループのことを指す。
両者は、互いに縄張りの棲み分けを図りつつ、それぞれの事業を進めてきたと
されている。具体的には、電力・通産連合が、原発の商業段階の事業を担当し、
科学技術庁グループは、まだ開発段階の事業（高速増殖炉開発など）を担当し
てきたという。以上の原子力研究開発の推進を、吉岡は二元体制的国策共同体
と呼んでいるのである7）。
　筆者は、この日本の二元体制の存在が、今日にまで続く日本の原子力行政の
進展の一因をなしているのではないかという仮説を立てている。つまり、二元
体制のおかげで、原子力の発電利用は電力需要の三割を賄うまで拡大し、さら
に高速増殖炉研究に代表される次世代原子炉研究も各国が次々と取りやめる中
で今日まで延命してきた要因にもなっているのではないか。本研究では、日本
の研究はあくまでドイツとの比較において登場するのみであるが、日本でこの
二元体制が重要であったとされるのであれば、そうした二元体制的な行政組織
の存在がドイツにもあったのか否かを検討することは重要な論点となりうる。
　ラートカウは、ドイツの原子力行政組織をめぐって、同時代に起こった出来
事をあらゆる関係者の証言や様々な立場の論者を登場させ、その時代の行政組
織の雰囲気やそこでの意思決定を丁寧に分析している。しかし彼は、誰がその
時代の流れを作り出したのかについての明確な答えを随所に避けている。すべ
ては曖昧なままに結論づけられているのである。彼は次のように言う。「原子力
の歴史の本当の秘密は、原子力コミュニティーの最内奥の中核に全能の司令部
らしきものが存在したことにあるのではなく、全体を網羅する舵取りと責任が
実はどこにも存在しなかったことにある」。彼はこのことを「舵取りのいない展
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開」がなされたと指摘しているのである8）。確かに、彼のような社会史的分析
をあらゆる角度から行った場合、こうした結論に至るというのも理解できない
わけではない。
　しかし、その一方で疑問がないわけではない。というのも、ドイツは90年代
に電力需要の三割を原子力で担う原発大国となり、実現しなかったとはいえ、
高速増殖炉に代表される次世代原子炉の研究も進めてきた歴史がある。それを
一切の司令部なしに実現してきたというのも俄かには信じることができない。
やはりその時代時代において、方向性や目標をどの局面かで決定し、それを実
現に向けて動かしていく勢力の存在がいたはずである。ここでは、それが原子
力コミュニティーのここであるなどと明言することはできないが、ある程度そ
の存在を突き詰めていく作業を放棄してはならないのではないであろうか。あ
らかじめラートカウ研究の史料的限界を指摘しておくと、彼の研究はドイツ原
子力委員会（Deutsche　Atomkommission, 以下DAtK）関係の史料を多く用
いており、日本の通産省に当たる西ドイツ経済省への言及は限られている9）。そ
れゆえに、経済省の利害関心をより掘り下げることで、西ドイツにおける二元
体制的なものの存在を確かめられるかもしれない。本稿もその研究に寄与する
ものであるし、さらに今後の研究もその点を一つの重要な論点としておきたい。
3 ．その他の視角と分析手法
　その他、ドイツの原子力の問題を考察する上で重要となるのが、ヨーロッパ
との関係をどう考えていくのかということである。これを考察する上で欠かせ
ないのは、欧州原子力共同体（European Atomic Energy Community, 以下ユ
ーラトムと略）の存在である。ユーラトムは欧州連合（European Union, 以下
EU と略）の起源とされる欧州石炭鉄鋼共同体（European Coal and Steel 
Community, 以下ECSCと略）についで誕生した部門別統合機関であった。そ
の意味で、ユーラトムはそうした部門別統合の流れを引き継ぐ重要な機関であ
った。しかし、ラートカウのユーラトムへの評価は、全般的に低い。中には、
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ユーラトムは「大失敗」であったという記述さえ見らえる10）。こうした評価の
背景には、ユーラトムの1960年代の実績の少なさや、結局ヨーロッパ一体での
原子力関連事業が行えていないという原因があると考えられる。しかし、ユー
ラトムは、初期のヨーロッパ統合機関の中で唯一現在も活動を継続している機
関であり、今後もその状況は続く可能性が高い。であれば、やはりユーラトム
の初期からの活動を整理し、より長期の視点から、当時のユーラトムの意義や
その今日的役割を明らかにする必要があるのではないであろうか。特に、ユー
ラトムとドイツの関係を掘り下げることで、ドイツの原子力をめぐるヨーロッ
パ政策も見えてくるはずである。以上のヨーロッパ的視点からドイツの原子力
問題を捉えることも重要な論点となる。
　さらに本稿が重視しているのは、軽水炉に注目し、分析していくことである。
吉岡とラートカウの研究では様々な原子炉が取り上げられ、その存在の背景が
丁寧に論じられているが、結局のところ現在世界の原子炉の 8 割が軽水炉であ
り、日本と西ドイツに至ってはそれが 9 割以上を占める。であれば、軽水炉以
外の炉型の問題は一旦分析対象外とすることで、分析の分かりやすさを追求す
ることとしたい。他の原子炉に関しては、必要な限りにおいて触れることとす
る。原子力の問題が単純な経済学の知識だけでなく、多分に技術的な知識を必
要とする側面を有しており、そうした思い切った対象の限定がある程度必要に
なってくるのである。
4 ．論文構成
　本稿は、以上の論点の分析や独自の視角を下に進められる研究の一部を形成
している。そして、本稿をもとにさらに一次史料に踏み込んだ研究を予定して
いる。それゆえ、本稿では、主に文献資料を用いて、1950年代から1960年代に
かけて西ドイツの原子力発電が導入される時期に焦点を当てて分析することと
する。以下、第Ⅱ節では、西ドイツの当時のエネルギー状況を概観する。第Ⅲ
節では、その環境の中で原子力政策はどのように展開し、商用炉の稼働が開始
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していくのかを分析していくことにしたい。
Ⅱ．西ドイツのエネルギー状況の変遷（1950-60年代）
1 ．1950年代前半の石炭産業
　西ドイツでは、石炭が豊富に産出されたこともあり、電力の発電は石炭に依
存していた。実際、1950年当初のエネルギー自給率は、100％を超えていた。し
かし、国内石炭産業は戦後、既に衰退期にあった。戦争による炭鉱の疲弊や
ECSCの誕生による競争の激化もあり、西ドイツ石炭産業の国際競争力は落ち
つつあった。1952年当時、西ドイツの国内の石炭産業は、自己資本不足にも陥
っており、競争力回復に向けた投資も難しい状況にあった。政府もそれを受け
て投資援助法などを作り、石炭産業の保護に努めた11）。
　しかし、その一方で政府としては、アメリカからの石炭の輸入も強化してい
くことになった。これは、輸入炭の価格低下と電力需要の高まりが背景にあっ
た。年率 8 ％を超える勢いで拡大する西ドイツ経済にあって、電力需要の拡大
に応えていくのは、政府の経済政策の中でも優先課題とされた。それゆえ、石
炭の輸入拡大は、必ずしも国内石炭産業の切り捨てではなかった。実際、首相
のアデナウアー（Konrad Adenauer）の「石炭は西ドイツ経済の血液である」
という発言に見られるように、依然石炭産業は西ドイツの基幹産業であったの
である12）。
　こうした状況の中、政府は競争力のない炭鉱には閉鎖のための補助金を拠出
することも開始した。この補助金は、閉鎖を計画している炭鉱に対して、労働
者の所得・年金補償のために補助金を拠出するもので、炭鉱閉鎖の円滑化を図
るものであった13）。これは、競争力のある炭鉱のみを残し、競争力を維持する
という考えが政府にはあったと考えられる。当時、西ドイツ石炭産業はECSC
の共同市場に参加していたが、補助金という国内政策を受けながら、その国際
競争力の維持に努めたのであった。
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2 ．1956年石炭価格の自由化からエネルギー構想の萌芽
　1956年、石炭価格規制が解除され、価格の自由化が開始することになった。
自由化直後は、翌年に連邦議会選挙が控えていたため、石炭価格は低く抑えら
れていたが、1957年の選挙直後に、炭鉱会社は新しい価格リストをECSCの高
等機関に提出し、価格の引き上げに一斉に動いた。これにより、石炭需要側は
アメリカ炭に切り替えていくことになった。価格競争力を喪失した石炭産業は、
政府の石油産業振興に徐々に力を入れる政策もあり、これまで以上に激しい競
争にさらされていくことになった14）。
　1958年、西ドイツの「第一次石炭危機」が到来したと言われている。この危
機とは、石炭業界にとっての危機を指しており、石炭業界の売り上げの低下な
どが起きたのである。政府はこの状況を受けて、石油税導入を図り、間接的に
石炭産業を支える政策などを実施した。この石油税は1969年まで継続した。こ
うした保護政策は、閣内で反対が出るなどの対立を生んだものの、アデナウア
ーの石炭産業の保護方針が継続した15）。
　1962年には、「第二次石炭危機」が発生した。これを契機に西ドイツ政府とし
ても、いよいよ石炭産業の合理化議論が加速することになった。その合理化の
柱は、一人当たりの産出量を2400kgから3000kgへと拡大させ、生産性を向上
することであった。当時は、すでに設備の更新による生産性の向上などは頭打
ちになっていた。そのため合理化の手段としては炭鉱閉鎖を進め、少ない労働
者でより多くの採掘体制を整えていくことが目指されたのであった。その具体
策が、1963年に施行された炭鉱合理化支援法であった。この法案は、炭鉱を閉
鎖するごとに閉鎖資金を支払うという内容のものであった。この支援は、1968
年まで継続することになった16）。
　これに続いて同時期、エネルギー市場についての議論もなされていった。こ
うした議論には、石炭産出の多いNordrhein-Westfahlen州の首相やSaarland
州の首相も招聘され、各地域の利害調整も同時に図られた。この議論では、ア
デナウアーの石炭重視と経済大臣エアハルト（Ludwig Erhard）の石油重視の
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対立が明らかになった。アデナウアーは、エネルギー安全保障上の問題や輸入
の際の為替の影響を危惧し、石炭を重視していた。それに対して、エアハルト
は、秩序政策的思想を指針に据えていたので、自由主義的経済の実現のために
は石炭産業への補助金に否定的であった。市場原理で石炭が石油に淘汰される
のは仕方ないという考えを持っていた。こうした政府内での議論の結果、西ド
イツ政府による長期的視野に立ったエネルギー構想の必要性が確認された。こ
の時期に西ドイツでもエネルギー構想を待望する動きが高まったと言える17）。
　1963年10月、14年続いたアデナウアー政権は終焉し、エアハルトが首相に就
任した。秩序政策を掲げていたエアハルトであったが、就任当初は石炭産業へ
の支援を継続した。しかし、1965年の連邦議会選挙後に政権の姿勢は変化して
いくことになった。その結果、今後は石炭の支援は削減される方向になり、政
府として、石炭・石油・天然ガス・原子力をバランス良く利用していく方針を
確立していくことになった18）。
3 ．図表を用いた統計データの確認
　ここからは、これまで概観した西ドイツのエネルギー状況の推移について、
図表を用いて確認しておく。表 1 は、西ドイツの第一次エネルギー生産の推移
である。この表からわかるように、石炭の生産は1956年に頂点に達し、その後
は緩やかに生産を低下させ、エアハルト政権期とキージンガー首相（Kurt Georg 
Kiesinger）の大連立政権期においては、1950年の水準を下回るまでに至った。
このことは、前述したアデナウアー期の石炭保護政策が、エアハルト期にはよ
り秩序政策的な自由主義に転換したことを裏付けるものと言えよう。また当時
の新エネルギーである石油と天然ガスの台頭も一定程度窺える。西ドイツでは
北部とその領海部分でこれらの資源は産出されるのである。なお、褐炭は低質
炭とも呼ばれ、石炭に比べると用途は限られるが発電などには広く用いられて
おり、西ドイツでは安定した生産を誇っていた。また水力は西ドイツ国土の地
形的制約もあり、その利用は限定されたものであることが表から読み取れる。
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この点は日本と大きく異なると言えよう。
　以上に加えて、第一次エネルギー消費を見ると、西ドイツのエネルギー状況
の変化はより明らかである。次の表 2 に見るように、石炭に関しては、生産の
推移とほぼ同じ傾向を見せており、消費の面でも西ドイツ社会の変化が読み取
れる。注目すべきは、石油消費の急拡大である。これは主にガソリン需要が大
きかったと言える。1955年に西ドイツ国民の自動車保有率は、西ヨーロッパの
平均水準に達したが、その後 5 年間で石油消費は倍増し、1960年代には一気に
表 1　西ドイツの第一次エネルギー生産（1950-69年）、単位：PJ（ペタジュール）
年 石炭 褐炭 石油 天然ガス  水力 その他 合計
1950 3699 611  48   3 166 107 4633
1951 3992 670  58   3 158 100 4981
1952 4134 672  74   3 163  92 5138
1953 4164 680  93   4 138  84 5162
1954 4276 705 113   5 153  87 5339
1955 4371 727 133  10 161  82 5484
1956 4475 763 148  16 169  77 5648
1957 4421 778 167  16 155  78 5614
1958 4396 751 187  16 158  70 5579
1959 4182 751 215  19 127  77 5371
1960 4199 770 235  22 145  69 5440
1961 4209 778 263  26 140  61 5476
1962 4159 808 286  32 132  62 5479
1963 4185 851 312  45 127  66 5585
1964 4182 884 324  67 122  69 5648
1965 3970 813 333  94 153  66 5428
1966 3701 772 332 114 165  67 5150
1967 3291 756 335 144 157  61 4744
1968 3287 791 337 214 158  64 4850
1969 3276 834 332 291 132  62 4928
出典）ドイツ経済諮問委員会（五賢人委員会）HPの統計資料より作成。
URL）http://www.sachverstaendigenrat-wirtschaft.de/zr_deutschland.html#c879（2016年 1 月11日
アクセス）
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消費を 4 倍以上に拡大させた。これは、ガソリン需要の他にも石油化学産業の
発達などが、消費需要を高めたという側面もあった。
　以上の表 1 と表 2 をグラフ化すると、事態はより鮮明なものとなる。それが、
次頁の図 1 と図 2 である。ここからわかるのは、石炭と褐炭という自給可能資
源の生産が頭打ちになる中、西ドイツ経済の拡大を背景に全体の消費は右肩上
がりを続けていたことである。中でもその消費拡大の主役は石油であり、西ド
イツでは採掘が難しい資源であった。そうした中で、西ドイツ政府は石炭の保
護政策を徐々に取りやめ、石炭生産は低下した。自給できない石油への依存を
表 2　第一次エネルギー消費（1950-69年）、単位：PJ
年 石炭 褐炭 石油 天然ガス 原子力 水力 その他 合計
1950 2892 605 185   3 ─ 181 105 3970
1951 3263 644 207   3 ─ 176  97 4389
1952 3471 667 227   3 ─ 181  88 4637
1953 3342 698 273   4 ─ 160  82 4558
1954 3523 758 354   5 ─ 176  83 4899
1955 3854 800 456  10 ─ 179  75 5374
1956 4041 828 585  16 ─ 183  69 5721
1957 4017 848 637  16 ─ 163  68 5748
1958 3654 843 828  16 ─ 186  61 5589
1959 3570 827 1044  19 ─ 160  66 5686
1960 3762 856 1311  22 ─ 195  53 6198
1961 3617 858 1585  26  0 191  46 6322
1962 3669 897 1965  32  1 167  47 6779
1963 3718 949 2377  45  1 155  50 7294
1964 3570 964 2747  67  1 132  53 7535
1965 3354 880 3173  95  1 198  53 7754
1966 2995 827 3581 115  3 243  52 7817
1967 2832 801 3738 155 13 231  48 7819
1968 2874 840 4183 262 18 229  49 8455
1969 2980 876 4712 375 50 194  46 9233
出典）表 1 と同じ
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野放図に拡大させたくない政府によって、新エネルギーの天然ガスや原子力が
注目されたのは自然な流れであったとも言える。
　実際、次の表 3 と表 4 に見るように、石炭はかろうじて自給できるものの、
全体のエネルギー自給率は1950年から一貫して低下を続けていたのである。西
ドイツ政府としても、この自給率の低下に無関心であったとは考えにくい。前
図 1　表 1をもとに石炭・褐炭・石油の生産量をグラフ化　縦軸単位：PJ
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項で取り上げたアデナウアー政権末期のエネルギー構想の登場は、こうした状
況を背景としていたのである。
　また、このような全般的な状況は電力に限定しても読み取ることが可能であ
る。以下の表 5 と表 6 は、1950年代と1960年代の発電量とその発電資源である。
1950年代は、石炭が電力発電の 8 割を担っていたのに対して、1960年代末は 7
割へと低下する。かつ水力発電も、比率を低下させた。その低下分を補ったの
が、輸入資源の石油火力であり、原子力であった。石炭による発電が低下する
  表 3 　第一次エネルギーの生産から消費を
  　　　差し引いた結果 表 4　西ドイツのエネルギー自給率
年 石炭 褐炭 石油 年 自給率
1950 808    6  －137 1950 116.7
1951 729   27  －149 1951 113.5
1952 662    6  －153 1952 110.8
1953 822 －18  －180 1953 113.3
1954 753 －53  －241 1954 109.0
1955 517 －74  －323 1955 102.0
1956 434 －65  －437 1956  98.7
1957 404 －70  －470 1957  97.7
1958 742 －92  －641 1958  99.8
1959 613 －76  －829 1959  94.5
1960 437 －85 －1076 1960  87.8
1961 592 －80 －1322 1961  86.6
1962 490 －89 －1679 1962  80.8
1963 467 －98 －2065 1963  76.6
1964 613 －79 －2423 1964  75.0
1965 616 －67 －2840 1965  70.0
1966 706 －56 －3249 1966  65.9
1967 459 －45 －3403 1967  60.7
1968 414 －49 －3846 1968  57.4
1969 296 －41 －4380 1969  53.4
出典）表 3 は表 1 と表 2 をもとに作成。表 4 もドイツ経済諮問委員会HPをもとに作成。
URL） http://www.sachverstaendigenrat-wirtschaft.de/zr_deutschland.html#c879（2016年 1 月11
日アクセス）
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表 5　1950年代西ドイツの発電量とその全体の中での比率（単位100万トン、石炭換算）
年 石　炭 石　油 水　力 その他 合　計
1950 21.5 73.2 0.0 0.1 5.8 19.6 2.1 7.0 29.4
1951 24.2 76.4 0.0 0.1 5.5 17.3 1.9 6.1 31.7
1952 24.6 75.8 0.0 0.1 5.7 17.5 2.1 6.5 32.4
1953 26.5 78.9 0.2 0.6 4.8 14.4 2.0 6.1 33.6
1954 28.1 78.5 0.3 1.0 5.4 15.0 2.0 5.5 35.8
1955 29.7 78.0 0.4 1.0 5.7 14.8 2.3 6.1 38.1
1956 32.1 77.9 0.5 1.3 5.9 14.4 2.6 6.4 41.2
1957 34.5 79.6 0.6 1.3 5.4 12.6 2.8 6.4 43.3
1958 34.2 79.1 0.8 2.0 5.6 12.9 2.6 6.0 43.2
1959 36.4 81.1 1.3 2.9 4.5 10.0 2.6 5.8 44.9
出典）中屋宏隆・河﨑信樹「西ドイツ原子力産業関連統計の考察と今後の研究課題」関西大学『経済論
集』第64巻第 2 号、2014年 2 月、139頁。
注）各エネルギー項目の左側が実際の発電量、右側が全発電量に占める割合。
表 6　1960年代西ドイツの発電量とその全体の中での比率（単位100万トン、石炭換算）
年 石　炭 石　油 水　力 原子力 その他 合計
1960 38.4 80.9 1.3  2.7 5.1 10.8 ─ ─ 2.6 5.6 47.5
1961 40.2 81.2 1.9  3.7 5.0 10.0 0.0 0.0 2.5 5.0 49.6
1962 43.9 82.3 2.1  3.9 4.7  8.8 0.0 0.1 2.5 4.7 53.3
1963 46.7 82.6 3.0  5.3 4.5  8.0 0.0 0.0 2.0 3.6 56.5
1964 48.7 81.8 3.7  6.3 4.3  7.3 0.0 0.1 2.2 3.7 59.5
1965 48.1 77.6 5.1  8.2 5.4  8.8 0.0 0.1 2.5 4.0 61.8
1966 46.4 74.2 6.8 10.8 5.8  9.3 0.1 0.2 2.5 4.0 62.5
1967 47.5 74.6 6.3  9.9 5.6  8.8 0.4 0.7 2.8 4.3 63.6
1968 50.4 73.3 7.0 10.2 5.6  8.1 0.6 0.9 3.3 4.7 68.7
1969 54.7 71.4 8.5 11.0 4.8  6.2 1.7 2.2 4.1 5.3 76.6
出典）中屋・河﨑（2014）、140頁。
注）各エネルギー項目の左側が実際の発電量、右側が全発電量に占める割合。
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中で、当時はまだ比較的安価な電力生産が可能とされていた原子力を一つの柱
に据えていこうという動きがここから読み取れるのである。
　この項の最後として、石炭の輸入炭への切り替えの背景となった資源価格変
動と、西ドイツ石炭産業の生産性の推移についても確認しておく。表 7 は、1950
年代と1960年代の西ドイツ炭とアメリカ炭と重油の価格の推移である。第一次
石炭危機が起こった1958年に、西ドイツ炭とアメリカ炭の価格は輸送費込で逆
転しており、危機の背景の一つであったと言える。アメリカ炭の価格低下の要
因には輸送費が低下したことが挙げられるが、必ずしも重油価格の低下と連動
していないので、より詳細な分析が必要となろう。また1960年代のアメリカ炭
価格は比較的安定しているので、この時期の西ドイツの石炭危機は、国内要因
と重油価格の低下が主な要因となるであろう。
　表 8 は、以上の競争にさらされた西ドイツの石炭産業が、政府の方針通り、
生産性を向上させていったことを物語るものである。1962年に掲げられた3000kg
の生産性を概ね1966年には達成し、70年代には4000kgに到達している。西ドイ
ツ石炭産業は、生産は低下したものの、その生産性の上昇という目的は達成し
たのである。販売量と輸出量からは一定の備蓄量と輸出商品としての石炭の存
在が窺える。これらも今後検討を加えていきたい。
表 7　西ドイツ炭・アメリカ炭・重油の価格推移（1957-1966年）
年 西ドイツ炭価格 アメリカ炭価格 重油価格
1957 63.29 76.5（29.2） 95.2
1958 64.53 58.2（13.3） 80.22
1960 62.7 58.4（15.1） 54.74
1963 63.87 58.9（15.5） 42.25
1966 67 58.8（12.7） 37.36
出典）Michael T. Hatch（1986）, Politics and Nuclear Power: Energy Policy in Western 
Europe, Lexington: University Press of Kentucky, p.196.
注）西ドイツ炭価格は、産炭地価格。アメリカ炭価格は、アメリカ北海間CIF（括弧内
は輸送費）。石油価格は、1000CE重油。
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Ⅲ．原子力研究開発から初の商用炉の稼働へ
1 ．西ドイツ占領期（1945-1955年）の原子力研究
　ドイツは、ナチス政権下で核兵器の開発を進めていた。現在の Baden-
Württemberg州に位置するハイガーロッホ（Haigerloch）は、その拠点の一つ
であった。当時そこでは、重水炉も建設され、臨界実験が進められた。しかし、
最終的には成功しないまま、終戦を迎えることとなった19）。その後、ドイツは
連合国に分割占領されることになった。戦前ドイツの原子力研究は他国よりも
進んでいたとされるが、占領とともに原子力研究は禁止され、アメリカはもち
ろんのこと、英国やフランスにも遅れをとることになった20）。
　1949年ドイツは、分割占領と冷戦の激化のため、西ドイツと東ドイツへと分
断されることになった。西ドイツでは、分断前の連合国の原子力研究禁止政策
が継続する中、物理学者ハイゼンベルク（Werner Heisenberg）が、アデナウ
アーに原子力研究を要請するなどの動きがあり、水面下では研究再開に向けた
表 8　西ドイツ石炭産業関連統計の推移
年 生産（mt）
被雇用者
（千人）
生産性
（kg／人）
販売量
（mt）
輸出量
（mt）
1950 126.2 536.8 1405 ─ ─
1957 150.8 604 1599 ─ ─
1959 142.6 ─ ─ ─ ─
1961 142.7 465 2207 117 28
1963 142.1 412 2521 126 30
1965 135.1 377 2705 106 24
1966 126 334 2926  98 25
1968 112 264 3526 103 30
1970 111.3 253 3755 113 26
1973  97.3 205 4068  98 24
出典）Hatch（1986）, p.195.
注） 各年とも生産／被雇用者と生産性が一致しないが、理由として考えられるの
は、被雇用者に炭鉱労働者以外は含まれていないなどの可能性がある。
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準備が進められていたという21）。このようにドイツ人研究者が、研究の再開を
急いだ背景には、西ドイツの戦後経済復興の過程で、原子力の平和利用を実現
したいという意向があったとされる。この点は、日本人研究者のように原子力
研究の禁止が解かれた後も、原子力の平和利用と軍事利用の線引きの難しさの
ため意見がまとまらなかった状況とは対照的であった。
　その他、政治の動きとしても、1952年に調印された欧州防衛共同体（European 
Defence Community, 以下EDCと略）の取り決め内容には、西ドイツのプルト
ニウム生産と原子炉の建設を容認するものが含まれていた。これは実際には
EDCが、フランスで批准拒否されたために立ち消えとなるが、主権回復以前か
ら西ドイツの原子力への関心は高かったことが窺える22）。加えて、1953年まで
に、経済省が 5 度の原子力法の草稿提出を行っている。これは当時、原子力行
政の担当省庁は経済省と考えられていたからである。しかし、どれも連合国の
反対に合い、法制化に失敗している。それゆえ、公式には原子力研究は禁止の
状態が継続したのであった23）。
2 ．原子力行政組織の成立とその担当大臣の変遷
　1955年、西ドイツは主権を回復した。それに伴い西ドイツの原子力研究開発
は、解禁された。政府は、原子力行政を一元的に担う省庁として、原子力問題
省（Bundesministerium für Atomfragen, 以下BfAと略）を創設する。その他
にも、諮問機関となるDAtK（ドイツ原子力委員会）も設置し、様々な専門部
会を開き、原子力に関連する問題を国が積極的に対処していく組織作りが進め
られた。当時、経済省の下に原子力行政を置かなかった背景として、首相のア
デナウアーの意向が反映されたと言われている。確かに、アデナウアーはエア
ハルトをその内閣の主要ポストである経済大臣に据えていた。しかし、両者の
考えは必ずしも一致する点が多かったわけではないというのは、よく知られて
いる事実である24）。例えば、アデナウアーは経済への国家介入を比較的容認す
るのに対して、エアハルトは市場メカニズムを重視していた。また、ケルン市
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長からのたたき上げの政治家のアデナウアーに対して、エアハルトはフライブ
ルク学派の経済思想にも通ずる学者肌の政治家であったのである。
　前項で述べた通り、西ドイツの主権回復以前、原子力行政は経済省の管轄下
に置かれることが想定されていた。それに対して、エアハルトも原子力法案の
制定に動くなど、原子力行政に関心を示していた。しかし、アデナウアーはそ
うした経済省の影響力を原子力行政から排除したいがために、他の原子力先進
国では見られなかったBfAを設置し、当時原子力研究の中心の一つになると見
なされていたバイエルン州を母体とするCSU所属のシュトラウス（Franz Josef 
Strauß）にその初代大臣を命じたのであった。このことについては、アデナウ
アーが原子力に関して、その経済的な平和利用よりも軍事利用を重視していた
ことも一つの背景であったということが指摘できる25）。
　ただし、実際のところシュトラウスは、この大臣ポストを喜んで引き受けた
わけではなかった。シュトラウスというと、のちに核武装論を展開するなど、
原子力技術の軍事利用に積極的なイメージがあるが、この原子力大臣への就任
はそれほど気の進む仕事ではなかったようである。なぜなら、西ドイツにおい
てはまだ、具体的に原子力関連施設は建設されておらず、その行政対象となる
のはあくまでようやく解禁された原子力研究の管理監督といったものであった。
加えて、他のアメリカやイギリスなどの原子力先進国でさえも、BfAなどは存
在しておらず、そうしたものが一体西ドイツにとってどういう役割を果たすべ
きかの具体像は見えていなかったのである。まだ政治家としては駆け出しと言
える40歳の若き野心家のシュトラウスとしては、原子力大臣を次の重要ポスト
への踏み台程度として考えていたという見方も成り立つであろう。実際、わず
か 1 年で防衛大臣に転任し、後任を同じCSU所属のバルケ（Siegfried Balke）
へと譲った26）。
　こうした初期の西ドイツ原子力行政の管轄ポストをめぐる動きをみると、日
本との違いも浮かび上がってくる。日本の場合、ドイツのBfAは科学技術庁に
相当するが、その初代科学技術庁長官には正力松太郎が就任した。正力もシュ
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トラウス同様首相のポストを狙っていた政治家として有名であるが、彼は原子
力行政の実績をテコに首相になろうとしていた27）。それに対して、シュトラウ
スにとって、そのポストはあくまで腰掛けであった。シュトラウスの後を継い
だ第二代の原子力大臣バルケも、原子力行政を牽引していくような人物ではな
かった。政治家としても、民間企業からの転身ということもあり、CSU内での
実績も多くはなく、原子力大臣として党内の意見をまとめる力にも欠けていた。
彼自身は、西ドイツの科学者が原子力の平和利用を主張したゲッティンゲン宣
言（Göttinger Manifest）に賛同の意を表明したものの、原子力平和利用の拡
大に積極的とは言えず、 6 年間原子力大臣を務めた後、最終的にアデナウアー
に罷免されてしまった28）。
　以下の表 9 は、原子力所管省と担当大臣の変遷である。参考までに当時の経
済大臣も合わせて掲載した。これを見るとわかるように、BfAは短期間で名称
の変更がなされ、わずか 7 年で、バルケが去るとともにその名称から原子力の
名も削除されてしまった。この辺りの詳細な事情は不明な点も多いが、当時の
原子力所管省の役割の不明瞭さが垣間見えると言えよう。1962年以降は、CSU
にかわって、FDP所属のレンツ（Hans Lenz）、そしてCDU所属のシュトルテ
ンベルク（Gerhard Stoltenberg）が、原子力大臣の後継ポストである学術研究
表 9　原子力所管省と担当大臣の変遷
原子力管轄省 設立年 大　臣 所属政党 経済大臣
原 子 力 問 題 省 1955年
シュトラウス（55-56） CSU エアハルト
バルケ（56-57） CSU
原子核エネルギー・水産業省 1957年 バルケ（57-61） CSU エアハルト
原 子 核 エ ネ ル ギー 省 1961年 バルケ（61-62） CSU エアハルト
学 術 研 究 省 1962年
レンツ（62-65） FDP エアハルト（62-63）
シュトルテンベルク（65-69） CDU シュムッカー（63-66）
シラー（66-72）
出典）ドイツ連邦教育研究省とドイツ連邦経済エネルギー省のHPより作成
URL） https://www.bmbf.de/de/die-dienstsitze-in-bonn-und-berlin-185.html; http://www.bmwi.
de/DE/Ministerium/geschichte,did＝161612.html（ともに2016年 1 月11日アクセス）
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大臣に就任した。レンツは、アデナウアー政権末期に任命され、エアハルト政
権でも留任した。シュトルテンベルクは、エアハルト政権末期に任命され、キ
ージンガー政権でも留任した。SPDが政権に参画するキージンガー時代におい
ても保守系の政党がこのポストを持ち続けたことを考えると、主権回復後のお
およそ15年間は、原子力行政における保守系の政党の影響力はかなり大きかっ
たということもできる。しかしその一方で、キージンガー政権では、ケインズ
主義的な経済政策を志向するシラ （ーKarl Schiller）が経済大臣に就任した。彼
が原子力に対してどのような考えを有していたかは今後の重要な検討課題とな
る。
3 ．エルトビレ計画と研究施設の建設
　以上のBfAの創設と合わせて重要なのが、その諮問機関であるDAtKの設置
である。この委員会は、当初25名から結成され、議長を原子力大臣が務めた。
委員会には五つの専門部会が作られ、それぞれ個別のテーマの検討を行い、そ
れを委員会に報告するという形式を取った。五つの部会は、①原子力エネルギ
ー法制②研究及び後継者養成③原子炉の技術的・経済的問題④放射線防護⑤経
済・財政・社会問題であった29）。こうした組織の中で、作られた最初の成果が、
エルトビレ計画（Eltviller Programm）であった。この計画は、100MWクラス
の原子炉を 5 基建設する計画で、別名「500MW計画」とも呼ばれた。ただし、
この計画自体は、西ドイツ公式の行動計画であったことは一度もなく、その後
の西ドイツの原子力政策にどれだけの影響を持ったかどうかは定かではない。
実際、計画された 5 基の原子炉も建設されることはなかった30）。ただし、押さ
えておくべきは、天然ウランを利用する重水炉がこの計画の核にあったことで
ある。重水炉は、濃縮ウランを原料とする軽水炉に比べると、天然ウランをそ
のまま原料として利用することができ、かつ軍事利用に転用しやすいプルトニ
ウムの取り出しも比較的容易である。アデナウアーの影響力の強かった1950年
代後半の原子力政策であるエルトビレ計画が、このように重水炉を重視してい
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たのは、そうした軍事利用への転用を一つの背景としていたと考えられる。
　同時期、原子力研究施設の建設も次々となされていった。第一の拠点が、
Baden-Württemberg州のカールスルーエ（Karlsruhe）である。1956年 7 月に
原子炉建設契約が結ばれ、1961年に建設を開始した。第二の拠点が、Nordrhein-
Westfahlen州のユーリッヒ（Jülich）である。これは、州政府が誘致して作ら
れた拠点であり、1962年に建設を開始した。第三の拠点が、ハンブルク近郊の
ゲースタハト（Geesthacht）である。これは原子力の海洋利用のための研究拠
点であった。西ドイツの原子力研究はこの三ヶ所が中心拠点となって展開して
いった31）。しかし、西ドイツではその後これらの研究施設でなされた再処理や
高速増殖炉研究などはどれも軌道に乗らなかった。唯一、ウラン濃縮に関して
は、英国とオランダなどとの協力の結果、一定の成果を得たが、近年は事業か
らも撤退しようとしている。
表10　1970年までに建設を開始した西ドイツ軽水炉原発の一覧
発電所名 建設開始 送電開始 運転停止 炉型 出力（MW） 立地州
主要発電
プラント
メーカー
① Kahl 1958年 1961年 1985年 SWR 16 BY AEG
② Gundremmingen A 1962年 1966年 1977年 SWR 250 BY AEG
③ Lingen 1964年 1968年 1977年 SWR 268 NS AEG
④ Großwelzheim 1965年 1969年 1971年 SWR 25 BY AEG
⑤ Obrigheim 1965年 1968年 2005年 DWR 357 BW Siemens
⑥ Würgassen 1968年 1971年 1994年 SWR 670 NW KWU
⑦ Stade 1967年 1972年 2003年 DWR 672 NS Siemens
⑧ Biblis A 1970年 1974年 2011年 DWR 1225 HE KWU
⑨ Philippsburug 1970年 1979年 2011年 SWR 926 BW KWU
出典）ドイツ原子力フォーラム（Deutsche Atomforum）と国際原子力機関（IAEA）のHP統計資料
より作成。
URL）http://www.kernenergie.de/kernenergie/themen/kernkraftwerke/kernkraftwerke-in-
deutschland.php;https://www.iaea.org/PRIS/CountryStatistics/CountryDetails.aspx?current=
DE（ともに2016年 1 月11日アクセス）
注）炉型の略称は、SWR（Siedeswasserreaktor、沸騰水型軽水炉）・DWR（Druckwasserreaktor、
加圧水型軽水炉）である。立地州の略称は、BY＝Bayern、NS＝Niedersachsen、BW＝Baden-
Württemberg、NW＝Nordrhein-Westfahlen、HE＝Hessenである。
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4 ．商用炉の稼働
　以上のような独自原子炉の開発と研究活動と並行して、原子炉の輸入による平
和利用の実現の動きも開始した。1957年、ミュンヘン郊外のガルヒング（Garching）
でアメリカからの輸入原子炉が稼働した32）。これは、前年に締結された米独研
究炉協定（Deutsch-amerikanisches Forschungs reaktor abkommen）に基づい
て輸入されたものであった。こうした研究炉を元に、いよいよ西ドイツ初の商
用炉につながる最初の実験炉が稼働した。Bayern州に設置されたカール原発
（Kahl）である。これを起点に60年代の西ドイツ原発は徐々に大型化が図られ
ていった33）。
　このカール原発に続いたのが、実証炉となるグントレミンゲン A
（Gundremmingen A）である。この原子炉は出力250MWを誇り、カール原発
の10倍以上の出力を有していた。一気に原型炉の段階を飛び越えて大型化した
のである。1964年にはリンゲン（Lingen）、1965年にはオープリヒハイム
（Obrigheim）に、グントレミンゲンAと同規模の原発の建設が開始した。以上
の 4 つの原子炉は60年代に臨界を実現し、そのまま送電を開始した。西ドイツ
の原子力発電黎明期を支えたのである。なお、これらの原発はすべてアメリカ
企業との技術協力に基づいて建設された。前頁の表10は、1970年までに建設を
開始した軽水炉原発の一覧である。左側の数字は建設順であるが、着実に出力を
拡大させていたのがわかる。また、初期の原発はAEG（Allgemeine Elektricitäts-
Gesellschaft）が主導し、その後、Siemensが追随した。1969年には両者の出資
でKWU（Kraftwerk Union）が設立され、事実上西ドイツの商用炉原発の建設
は、この一社に独占されることになった34）。
　西ドイツ原発の黎明期にAEGが建設を主導したのは、その利益優先主義が
原因と言われている。AEGは、西ドイツ独自原子炉の開発よりも、安価な電力
生産を優先しており、当時最も低価格であったアメリカのSWR原子炉の導入
に積極的であった。それに対して、Siemensは当初は日本同様英国のコールダ
ーホール型の原発導入を計画するなど、重水炉や独自原子炉の開発に熱心であ
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った。そのため、当初はAEGに遅れをとるが、アメリカ製のDWR原子炉の導
入で追い上げを図り、実際1970年代になると、原発建設の主導権はSiemensへ
と移行していった。なお、AEGはGE技術を、SiemensはWH技術を元に原発
の建設を進めた。その技術提携関係をまとめると表11のようになる35）。
　1960年代、西ドイツでこれだけ軽水炉が拡大していった背景には、上記のア
メリカ企業の技術協力と燃料となる濃縮ウランの供給がある。特に1964年の第
3 回ジュネーブ原子力会議でアメリカ企業によって軽水炉の低コストでの提供
が可能であることが喧伝され、西ドイツ電力企業はアメリカ型原子炉の導入を
進めていった36）。70年までにほぼ一年一基のペースで建設が進められたのであ
る。加えて、原発建設資金の大部分は政府予算から拠出されたため、電力会社
が建設資金をめぐるリスクを取る必要は少なかったのである。
　そして、この軽水炉導入の一つの頂点が1970年に建設が開始されたビブリス
A（Biblis A）であろう。この原子炉は、KWUによって建設された当時世界最
大の出力を誇る原発で、オープリヒハイムのほぼ 2 倍に当たる1225MWの巨大
原発であった。今日ドイツで稼働している原発の中で最大のものが1485MWの
イザールⅡ（IsarⅡ）であるから、当時すでにその規模に迫る原発が誕生して
いたことになる。なお、日本で1000MWを超える原発が建設されるのは、1970
年代後半であった。原発の大型化という点で、西ドイツは日本の先を行ってい
たのである。
表11　西ドイツ企業とアメリカ企業との提携関係と炉型
発電プラントメーカー 提携アメリカ企業 炉　型
AEG GE SWR（沸騰水型軽水炉）
Siemens WH DWR（加圧水型軽水炉）
出典）ラートカウ（2015），82頁。
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おわりに
　本稿では、西ドイツの原子力発電の導入期である1950年代と1960年代におけ
る西ドイツのエネルギー状況の推移と大規模商用炉の導入に至る過程を分析し
てきた。そこで明らかになったのは、石炭を別にすると資源小国とも言える西
ドイツの危機感であった。すなわち、経済成長が実現する中で、エネルギー消
費を拡大させる社会状況に対応するためには、西ドイツとしても石炭以外の安
定したエネルギー源の確保が必要とされたのである。そのために導入されたの
が、原子力であった。これまで、西ドイツは1970年代の石油ショックを契機に
エネルギー転換の必要性に迫られ原子力への依存を拡大させたと一般的には解
釈されることが多かったが、その転換の必要性は1960年代には既に認識され、
着実にその準備が進められていたのである。
　以上のことが明らかになる一方で、多くの課題も残された。例えば、1960年
代にはすでにユーラトムという原子力関係のヨーロッパ統合の枠組みが存在し
ていたものの、その成果はほとんど読み取ることができなかった。また、西ド
イツの電機企業や電力企業側から分析した原発の導入やその普及をめぐる問題
は部分的にしか触れることができなかった。それらを今後個別に検討していく
ことで、ドイツ経済にとって原子力はどういう意義を有したのかについて明ら
かにしていくことにしたい。
注
1 ） 本稿では、原子力発電所を原発と略記し、原子力発電に関してはそのまま表記した。た
だし、脱原発のように原発が両義性を持つ単語は、読みやすさを顧慮して、略記で表記し
た。またドイツは当然、ドイツ連邦共和国（Bundesrepublik Deutschland、以下 BRD と
略）の日本語略記であるが、正確には統一前のBRDは西ドイツ、統一後のBRDはドイツ
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